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川崎市 指定障害福祉サービス事業者等に対する集団指導資料
平成27年10月27日（火）・29日（木）

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護）

2

目 次

１．県・川崎市の支払システムの概要
２．算定における主な注意点
３．請求件数、請求額の推移
４．エラー（警告）とその対応方法①【基本編】

５．エラー（警告）とその対応方法②【エラーご
との個別対応編】
６．支給決定の流れ
７．その他



3

１．県・川崎市の支払システム概要

① 全国標準システム ： 介護給付、訓練等給付
② かながわシステム ： 地域生活支援事業、市単独加算

全国標準システム

川崎市
市内事業者

神奈川県

請求情報（地域生活支援事業、
市単独加算）

請求情報（介護給付費等）

審査結果

審査結果

事業者情報
登録（県域）

事業者情報登録
（伝送通信ソフト）

支給決定情報
＜伝送通信ソフト＞

支給決定情報
（地域生活支援
事業、市単加算）

承認用データ表示・
審査承認

承認用データ表示・
審査承認

請求（承認）リスト配信

基準額登録

VPN

請求情報連携

VPN

インターネット

かながわシステム

事業所等登録システム
（かながわシステム事業者等登録システム部分）

（神奈川県国民健康保険団体連合会）

介護給付費等支払システム

インターネット

基準額登録

光回線

VPN

指定申請・変更届出・加算届出

VPN

標準システム連携データ（ＩＦに準拠した事業者情報ＣＳＶ）

事業者情報登録

事業者情報提供シ
ステム（障害福祉
サービスかながわ）

ＷＡＭ－ＮＥＴ
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２．算定における主な注意点

（１）共通事項

①時間帯に応じて、報酬単価が設定されています

（行動援護を除く）
・早朝（６時から８時まで） ／ 日中（８時から18時まで）

・夜間（18時から22時まで） ／ 深夜（22時から６時まで）

※サービスコード表における「未満」という表記は、その時間を含む。

②二人介護について
・二人介護の支給決定がされている場合（受給者証に「複数人派
遣」と記載されています）、二人のヘルパーが一人の利用者にサービ
ス提供を行った際には、二人介護分の報酬が算定できます。

⇒二人介護で支給決定がされていなければ請求は認められません。

・その際は、実績記録票に二人分のサービス提供者印を押印し、請
求の際は、二人介護の請求コードを使用します。
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（２）居宅介護

①２時間ルール
・１日に同類型の居宅介護を複数回算定する場合、原則、概ね２時間以上
の間隔をあけるものとし、前後のサービスの間隔が２時間未満の場合は、
前後の時間を合わせて一連のサービスとして算定します。

⇒予定と時間がずれた場合などに、２時間ルールに沿った請求となっていな
いものがあります。この場合は返戻対象となりますので、ご注意ください。

・上記の例外として、（ア）身体の状況等により、短時間の滞在により複数回
の訪問をおこなわなければならないと認められた場合や、（イ）別の事業者
の提供する居宅介護との間隔が２時間未満である場合は、別々に算定する
ことができます。

②提供時間
・30分単位で構成されています。（家事援助については、最初の30分以降は
15分単位の算定になります。）
・最初の30分の算定は、原則、20分以上のサービス提供が必要です。（夜間、
深夜及び早朝の時間帯に提供するものにあってはこの限りではありませ
ん。）
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（３）重度訪問介護

①１日複数回のサービス提供時間を通算して算定
・「当該日の最初のサービス提供１時間＜所要時間１時間未満＞」＋「その
後の30分毎（所要時間１時間以上～）」という報酬単価

・８時間を区切りとして単価設定されており、早朝、夜間及び深夜に提供を
行った場合は、それぞれ所定単位数に加算があります。

・所要時間１時間未満は、40分以上のサービス提供が必要となります。

・１回30分のみの算定は原則できませんのでご注意ください。

②移動介護加算
・外出のための身だしなみ等の準備、移動中及び移動先における確認等含
め外出時における移動中の介護を行うと、基本報酬に加えて移動介護加算
を算定できます。

・同一事業者が１日に複数回の移動介護を行う場合は、１日分の所要時間
を通算して算定します。
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（４）行動援護

①報酬算定上は「７時間30分以上」までしかありませ
ん。

②居宅を起終点とするサービスであるため、通所先や
外出先を起終点とする利用はできません。

③行動援護対象者の通院等介助、移動支援は、原則、
行動援護で行います。

④学校への通学、日中活動系サービス等への通所な
ど、通年かつ長期にわたる外出は対象外です。
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（５）同行援護

①居宅以外を起終点とすることもできます。例えば、ヘ
ルパーと駅で待ち合わせをする、片道利用するなど。

②行動援護や重度訪問介護（移動）とは異なり、居宅
内で行う外出の準備は、居宅介護等で行うこととし、
同行援護のサービスに含まれません。

③学校への通学、日中活動系サービス等への通所な
ど、通年かつ長期にわたる外出は対象外です。
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３．請求件数、請求額の推移

① 請求件数の推移
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20,000

居宅介護 重度訪問 行動援護 同行援護

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
居宅介護 13,269 14,011 15,024 16,081 17,098 18,140
重度訪問 1,688 1,766 1,848 1,892 1,780 1,972
行動援護 2,231 2,225 2,437 3,055 2,908 3,222
同行援護 0 0 783 3,139 2,877 2,989



② 請求金額の推移

13

0

200,000

400,000

600,000

800,000
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居宅介護 重度訪問 行動援護 同行援護
（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
居宅介護 602,174 659,697 719,509 864,689 974,681 1,060,301
重度訪問 177,336 209,057 243,216 245,364 254,521 305,031
行動援護 124,299 146,722 163,202 191,921 218,329 256,691
同行援護 0 0 45,788 178,931 188,133 205,532
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４．エラー（警告）とその対応方法①
【基本編】

（１）エラー（警告）発生時の対処法①

エラー（警告）内容を確認し、当該エラー（警告）が発生し
ている箇所を確認

サービス提供年月 市町村番号 受給者証番号
様式※
レコード

項目名称 項目値
エラー
コード

エラー内容

平成27年９月 141317 0000012345
Ｊ12
契約

契約支給量 01000 ＥＧ２８
※資格：契約支給量が決定支給量を超えて
います

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

当該エラー（警告）は
明細、実績等のどこ
に発生しているのか
確認

どの項目にどのようなエラー（警告）が発生しているの
かを確認
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※エラーコードの内容や対応方法について、各都道府県や国保連が提示して
いるものがありますので、インターネットで検索するなどして、活用してください



（２）エラー（警告）発生時の対処法②

算定要件について、必ず確認ください

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当
障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（「報酬告示」平成18年９月29日厚生労働省告示第523号）

及び

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当
障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
等の制定に伴う実施上の留意事項について（「留意事項通
知」平成18年10月31日障発第1031001号）
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（３）エラー（警告）発生時の対処法③

〇厚生労働省発出のＱ＆Ａ

⇒厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧

＞福祉・介護＞障害福祉＞障害福祉サービス等

＞障害福祉サービス等に関するＱ＆Ａ

〇サービスコード表

⇒厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧

＞福祉・介護＞障害福祉＞障害者自立支援給付支払

等システム関係資料＞報酬算定構造・サービスコード

表等
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（４）エラー（警告）発生時の対処法④

〇全国標準システムの入力方法等がわからない

⇒国民健康保険団体連合会ヘルプデスク

E-mail mail@e-seikyuu-help.jp

TEL  03-5911-1559 FAX 03-5911-1599

〇支給決定内容についてわからない

⇒川崎市 障害計画課 給付係

専用の書式（ＦＡＸ質問票）【参考資料Ｐ９参照】で、

お問い合わせください。

（FAX  044-200-3932）
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（５）請求取下における注意点
①請求取下とは、請求期間終了後に誤りを見つけ、当月の請求を「承認前」に取り消すこと

（請求期間中は事業所側でできるため、依頼書は不要です。）

cf.過誤申立：「承認済み」の請求を取り消すこと

②過誤申立と請求取下は用紙を分けて作成する

③申立期限：請求取下する月の20日必着（ＦＡＸ。原本は提出の必要無し）。

※期限を過ぎて、請求が承認されると、過誤申立の手続きが必要となります。

④同一の事業所・利用者・利用月について、複数のサービス（例：居宅介護と同行援護）を提
供している場合、１つのサービスを取り下げたら他のサービスもすべて取下処理されるので、
次月に請求する際は取下対象のサービスのみ再請求しないこと。

⑤記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわの「書式ライブラリ」 「３．川崎市か
らのお知らせ」 「１．川崎市からのお知らせ」 に2015年４月２日付けで掲載している「過誤
申立書（27年04月以降版）」を参照のこと。
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①申立期限：過誤再請求する月の３日必着（ＦＡＸ。原本は提出の必要無し）。

②一度過誤した月を再度過誤する場合、過誤申立書の請求年月は直近に再請求した月
を記載（初回の請求年月を記載しないこと）。

③同一の事業所・利用者・利用月について、複数のサービス（例：居宅介護と同行援護）
を提供している場合、１つのサービスを過誤したら他のサービスもすべて過誤されるの
で、過誤対象のサービスのみ再請求しないこと。

④介護保険または地域生活支援事業の事業所番号を記載しないこと。

⑤大量に過誤（概ね30件）する案件がある場合には、事前に当課に連絡すること。

⑥記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわの「書式ライブラリ」→「３．川崎
市からのお知らせ」→「１．川崎市からのお知らせ」→に2015年４月２日付けで掲載して
いる「過誤申立書（27年04月以降版）」を参照のこと。

（６）過誤申立における注意点

どちらかにチェックしてください。
□ 全国システムの請求を過誤
（かながわシステムも過誤になります）
□ かながわシステムの請求のみ過誤

過誤申立書（川崎市版）の表記について
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①提出期限：サービス提供した翌月の１１日（土日等の場合は翌開庁日）必着

②請求の根拠となる重要な書類であり、請求情報においては本紙を正として取扱う
※市条例でサービス提供の都度利用者から承認を得ることとしており、これを確認する手段
※利用者が確認し、押印している書類であるため、実績記録票と請求明細や電子の実績記録票とで齟齬
がある場合は、実績記録票を正として取り扱う。

③写しを提出すること（原本は他の請求書類等と併せて５年間保存する）

④事業所番号、受給者番号、提供月（票の上欄外）、日付、曜日、提供時間等が誤っ
ていることがあるので、複数の事業所を利用される方の場合は特に注意すること。

⑤本市以外の自治体が発行する受給者証を持つ利用者のサービス提供実績記録票
は、本市へ送付不要

⑥サービス別に分けず、１つの事業所でまとめて受給者番号順に並べること
（日中活動系サービスとは、別にしてください。）
（月遅れ分の場合は、当該月の一式と別にしてください。）
（過誤再請求する場合は、原則、再提出してください。）

⑦記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわの「書式ライブラリ」 「３．川
崎市からのお知らせ」 「１．川崎市からのお知らせ」に2015年６月30日付けで掲載
している「サービス提供実績記録票について」を参照のこと。

（７）サービス提供実績記録票における注意点
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５．エラー（警告）とその対応方法②
【エラーごとの個別対応編】

（１）請求明細書 エラー ⇒ 請求データは受け付けられない

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１

基本情報が重複しています。

同一月の請求情報に、受給者番号・
提供月が同一のデータが複数ある

【前提条件】先に送信したデータが有効となり、後から送信したものはエラーとなる
Ａ先に送信したデータが正しい場合：処理する必要なし
Ｂ後から送信したデータが正しい場合
ア請求期間内(10日まで) ： 先に送信したデータを取り下げ後、送信し直す
イ期間後20日まで ： 取下申立依頼書を提出し、次月に送信し直す
ウ21日以降 ： 過誤申立書を提出し、次月以降に送信し直す
※過誤申立書は再請求する月の３日までに必ず提出

ＥＤ０１
既承認済みの請求データと同一の受
給者番号・提供月・事業所番号の請
求データ送信している

Ａ請求月の３日までに過誤申立している場合 ： 対処する必要なし
Ｂ申立していない場合 ： 過誤申立書を送信する（※毎月３日受付分まで当月請求
時に処理するため、仮点検で当該エラーが生じた場合は次月まで請求できない）

ＥＧ０８
障害支援区分認定有効期間外の
受給者です ①既に支給決定が終了したサービス

の請求をしている
②受給者証の処理が遅れている

・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定と請求情報の差異を確認する
・内容に疑義がある場合や支給期間が終了している場合は、所管区に確認する
（所管区の支給決定遅れが原因の可能性もあり）

（ＥＧ０３ ①のケース）
・通院等介助や同行援護で、身体介護を伴うか伴わないかの選択誤りが多い

ＥＧ１２
利用者負担上限月額有効期間外
の受給者です

ＥＧ０３
受給者台帳に該当する支給決定が
存在しません

①誤って支給決定していないサービ
スの請求をしている
②受給者証の処理が遅れている

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間
外の受給者です

①既に支給決定が終了したサービス
の請求をしている
②受給者証の処理が遅れている
③契約情報に終了したサービスの情
報が残っている

①②は上記と同様
③は、契約情報入力に、既に支給決定が終了したサービスの情報が残っている
（契約終了日の入力がない）場合に生じることがあるので、確認する

ＥＧ０２
受給者台帳に該当の受給者情報
が存在しません

①入力した受給者証番号や市町村番
号が誤っている
②受給者証の処理が遅れている

①の場合
・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定と請求情報の差異を確認する
・市町村番号(区間異動していること、ＧＨ入居者で他区の受給者証であること等に
気付いていない)や受給者証番号(変更に気付いていない)の誤りが多いので注意
②の場合
・申し訳ありませんが、翌月請求までお待ちください

ＥＥ２０
地域区分コードが事業所台帳と一
致しません 年度替わりの際に、旧年度の地域区

分や単価でデータを作成している

・平成27年度まで毎年地域区分及び単価が変動するので、対象月のものを確認す
る
・遡及して過誤再請求する場合、その時の地域区分で請求するので、
併せて注意が必要ＥＥ２４

単位数単価が単位数表の単位数
単価と一致しません
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（２）請求明細書 警告 ⇒ 請求データは受け付けられるが、市町村審査で返戻対象となる場合がある
（メッセージに下線があるものは、原則、返戻となるもの）

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＥ２６
請求サービスコードに対する契約情報が存
在しません

システムに契約情報の登録がされていない ・契約内容について「基本情報」の「契約情報」に登録する

ＰＰ１５
明細書のサービスに該当する実績記録票
がありません

①サービス提供実績記録票入力で実績記
録票の入力をしていない
②提供実績記録票がエラーになっている

①提供内容について「請求情報入力」の「サービス提供実績記録票
入力」に登録する
②エラー要因を解明して修正する

ＰＰ０４
サービス提供量、契約支給量の合計が決定
支給量を超過

利用者が提供を受けている同一サービス
の提供量又は契約量が、支給決定量を超
過している

・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定量の範囲内で、請求内
容を調整する
（複数事業所の利用の場合で自事業所の量が計画における支給量
を超過していない場合）
・他事業所の量との合計が支給決定量を超過しているので、受給者
手帳を用いたり、連絡調整等を行うことで請求内容を調整する

ＥＧ２７
サービス提供量が決定支給量を超えていま
す 利用者が提供を受けている同一サービス

の提供量又は契約量が、支給決定量を超
過している

・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定量の範囲内で、請求内
容を調整する

ＥＧ２８ 契約支給量が決定支給量を超えています ・請求システムに入力している契約情報を修正する

ＰＰ０３
合計算定時間数が実績記録票と明細書で
不一致

請求明細に入力してあるサービスコードを
時間換算した数と、サービス提供実績記録
票を時間換算した数が不一致

・正しいサービス提供時間数を確認し、当該時間数に基づいた情報を
請求明細及び実績記録票に入力する
⇒紙の実績記録票と請求明細書の不一致の場合は、返戻となる

ＥＮ０９
請求明細書のサービス提供量が契約支給
量を超えています

請求明細に入力してあるサービスコードを
時間換算した数又は日数が、契約情報で
入力した時間数又は日数を超過している

・正しい情報を請求明細又は契約情報に入力する

ＥG６１
該当サービスが支給決定有効期間外の契
約です

契約情報に入力している契約期間が、支給
決定期間をはみ出している

・最新の受給者証内容にある当該サービスの支給決定期間を確認し、
その範囲内で契約情報の契約期間を入力する

25

（３）実績記録票 エラー ⇒ 請求データは受け付けられるが、市町村審査で返戻対象となる場合がある

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１

基本情報が重複しています。

同一月の請求情報に、受給者番号・
提供月が同一のデータが複数ある

【前提条件】先に送信したデータが有効となり、後から送信したものはエラーとなる
Ａ先に送信したデータが正しい場合：処理する必要なし
Ｂ後から送信したデータが正しい場合
ア請求期間内(10日まで) ： 先に送信したデータを取り下げ後、送信し直す
イ期間後20日まで ： 取下申立依頼書を提出し、次月に送信し直す
ウ21日以降 ： 過誤申立書を提出し、次月以降に送信し直す
※過誤申立書は再請求する月の３日までに必ず提出

ＥＤ０１
既承認済みの請求データと同一の受
給者番号・提供月・事業所番号の請
求データ送信している

Ａ請求月の３日までに過誤申立している場合 ： 対処する必要なし
Ｂ申立していない場合 ： 過誤申立書を送信する（※毎月３日受付分まで当月請求時
に処理するため、仮点検で当該エラーが生じた場合は次月まで請求できない）

ＰＰ１９
実績記録票に該当するサービスが
明細書にありません

①請求明細書がエラー（否決を含む）
になっている
②サービス提供実績記録票の様式と
請求明細書のサービスコードが異な
る

①請求明細書のエラー要因を解明して修正する
⇒請求明細書のエラーが解消されれば、当該エラーも解消される
②サービス提供実績記録票の様式及び請求明細書のサービスコードを確認し、正し
いものを用いる

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間
外の受給者です

①既に支給決定が終了したサービス
の請求をしている
②受給者証の処理が遅れている
③契約情報に終了したサービスの情
報が残っている

（①②の場合）
・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定と請求情報の差異を確認する
・内容に疑義がある場合や支給期間が終了している場合は所管区に確認する
（③の場合）
・契約情報入力に、既に支給決定が終了したサービスの情報が残っている（契約終
了日の入力がない）場合に生じることがあるので、確認する

ＥＧ０２
受給者台帳に該当の受給者情報
が存在しません

①入力した受給者証番号や市町村番
号が誤っている
②受給者証の処理が遅れている

①の場合
・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定と請求情報の差異を確認する
・市町村番号(区間異動していること、ＧＨ入居者で他区の受給者証であること等に
気付いていない)や受給者証番号(変更に気付いていない)の誤りが多いので注意
②の場合
・申し訳ありませんが、翌月請求までお待ちください

ＥＧ０３
受給者台帳に該当する支給決定が
存在しません

①誤って支給決定していないサービ
スの請求をしている
②受給者証の処理が遅れている

①最新の受給者証内容で、何のサービスが支給決定されているかを確認する
②支給決定を行っている所管区に確認する。 26



（４）実績記録票 警告 ⇒ 請求データは受け付けられるが、市町村審査で返戻対象となる場合がある
（メッセージに下線があるものは、原則、返戻となるもの）

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＧ４０
算定時間数が１回当たりの最大提供量を超
えています

支給決定に定めている１回あたりの支給量
を超過したサービス提供がある

・最新の受給者証の内容を確認し、支給決定量の範囲内で、請求内
容を調整する
※原則、返戻となるが、身体介護、通院等介助（身体介護伴う）、同行
援護（身体介護伴う）については、やむを得ない状況の場合は、例外
的に超過を認める場合がある
※この場合、実績記録票（紙）に状況をできる限り詳細に記載するとと
もに、速やかに所管区に報告する必要がある

ＥＧ５０ 明細情報の日付が決定支給期間外です
入力した日付が、支給決定期間外の日付
である

・サービス提供実績記録票及び最新の受給者証で期間を確認し、正
しい情報を入力する

ＰＳ３０ 算定時間数の計算値が不正です
「開始時間」及び「終了時間」から算出され
た時間数が、「時間数」に入力された時間
数と異なる

・通院等介助における中抜け時間等を除き、正しい時間数を算出して
入力する
※通院等介助は治療・診察時間などは原則算定不可のため、この警
告が出ない場合は、実地指導などで個別に提供実績を確認します

（５）市町村審査による返戻

メッセージ 原因 対応方法

サービス実績記録票（紙）の提出がありま
せん

実績記録票の写しの提出を行っていない。 ・速やかに当課宛に書類を提出する

実績記録票の同一日・時間に他事業所の
請求があります

複数人派遣決定がされていないが同一時間帯に複数人
または複数事業所のサービスを利用している

・重複する事業所間で実際の提供時間等を確認し、正しい内容で
請求する
※これにより実績記録票（紙）の内容が変わる場合、再提出が必要

サービスコードの選択が正しくありません
居宅介護及び同行援護のいわゆる２時間ルールに沿って
請求していない場合、家事援助なのに身体介護で請求し
ている、等

・正しいコードで請求を行う

受給者台帳記載の利用者負担上限月額と
一致していません

請求情報にある利用者負担上限月額が受給者証記載の
額と異なる

・最新の受給者証の内容を確認し、請求システムを修正する

１回あたりの最大提供量を超過した請求
があります

受給者証に記載された１回あたりの支給量を超過した
サービス提供及び請求がある

※ＥＧ40参照

上限管理する必要があります
他事業所分を含めると、自己負担上限月額を超過する請
求がある

・所管区に速やかに相談し、上限管理事業所を設定し、上限額管
理を行った上で再請求を行う 27

（６）注意事項
内容 注意点 対応方法

転居時 転居先がこれまで居住していた区と異なる可能性がある

・転居先の区役所で新たな受給者証を交付するので、確認されたい
（市町村番号が変更となるので、注意すること）
・支給量が変わる場合や世帯分離による所得区分変更の場合もあるので、注
意が必要

期間更新 誕生月の翌月１日付で所得区分の見直しが行われる

・所得区分を変更する場合があるので、注意すること
・旧来の所得区分で請求があった場合、返戻となる
・障害支援区分の見直しを伴う更新については、以下に注意すること
重度訪問介護：サービル類型
通院等介助及び同行援護：身体介護を伴うか伴わないか

移動介護
重度訪問介護で、移動介護加算を算定しているが、実績
記録票（データ）に移動介護に係る入力がない

・実績記録票（紙）を確認するが、場合によっては返戻対象となるので、漏れが
ないように入力すること

初回加算の算定 算定対象月でない月に提供できない

・算定は、初回若しくは初回のサービス提供を行った日の属する月が原則
・過去に同一事業所で利用があった場合でも、暦月で２月以上提供がなけれ
ば算定対象である（例：最後の提供が１０月２０日で、次の利用が１月１日なら
可、１２月２０日～３１日は不可）

支給量の調整
月途中で急遽サービス量が増加するような場合、速やか
に区に相談すること

・申請・支給決定があってサービス利用できる仕組みである
・事後に支給量を増やしたい、サービスを追加したい、といった相談は原則認
められないので、利用状況に変更がありそうなときは速やかに所管区又は相
談支援事業所に相談が必要

28



（７）よくある質問

内容 回答

①請求で、警告コードが表示されているが承認された場合、再請求
を行う必要があるか。
②請求がエラーや返戻で通らなかった分は、再請求を行う必要があ
るか。

①承認された分は必要なし。承認された請求情報が誤っている場合に限り、過誤再請求を行うこと

②承認されなかった分は、再請求する必要がある（過誤申立の必要無し）。直近のサービス提供月
の請求データと併せて送信できる

居宅介護で二人介護をしたいが、どのような時に請求できるのか。 ・二人介護で支給決定がされていなければ、二人介護での請求は認められない。支給決定につきま
しては、厚生労働省告示「厚生労働大臣が定める要件（平成18年９月29日・厚生労働省告示第546
号、平成17年７月28日・老振発第0728001号）」に基づきまして、必要性を判断している。

医師法等の規定により、医療行為は緊急時を除き医師や看護師等
の医療職しか行えないことは知っているが、何が医療行為にあたり、
何が医療行為にあたらないのか、基準となるようなものはあるか。

・医療行為であるか否かについては、厚生労働省通知「医師法第17条及び保健師助産師看護師法
第31条の解釈について（通知）（平成17年７月26日・医政発第0726005号）」を確認されたい。
・ただし、たんの吸引等については、「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正「社会福祉士及び
介護福祉士法施行規則の一部を改正する省令（平成23年10月３日・厚生労働省令第126号）」により、
一定の条件で介護職員等においても実施できるようになった。

通院時の院内での算定時間の考え方は。 ・単なる待ち時間や治療・診療時間は算定できない。
・利用者の状況に応じて身体介護が必要な場合は、個別に判断を行うため、所管区又は相談支援事
業所に相談が必要。
・原則、受付・会計・薬の受け取り等に要する時間について３０分以内で算定が可能。（要した時間の
み算定するので、全員が３０分算定できるという意味ではない）

29
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６．支給決定の流れ



①相談：本人から各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーション、障害

者相談支援センターへ制度利用について相談

②利用申請：本人から各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーション

へ利用に係る申請書を提出

③サービス等利用計画案の提出依頼：各区保健福祉センター又は各地区健

康福祉ステーションから本人へ計画案の提出を依頼

④サービス等利用計画案の作成依頼：本人から障害者相談支援センター、指

定特定相談支援事業者へ計画案の作成を依頼

障害福祉サービス利用のための手続

31

⑤障害支援区分認定調査、アセスメントの実施：各区保健福祉センター、各地

区健康福祉ステーション、障害者相談支援センターが本人宅を訪問し、

聞き取り調査を実施。併せて医師より意見書を徴収

⑥一次判定：聞き取り調査及び医師意見書を基にコンピュータで判定を実施

⑦障害支援区分認定審査会：一次判定の結果を基に専門家による審査会を

開催し、区分を決定

⑧サービス等利用計画案の作成：審査会の結果を受けて、指定特定相談支

援事業者が利用者の意向を汲み取りつつ計画を作成。必要に応じてカ

ンファレンスを実施し、どのようなサービスを利用するのが適しているか

検討
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⑨支給決定（受給者証交付）：審査会の結果及びサービス利用計画案を受け

て、各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーションがサービス内

容、支給量、支給期間等を決定、本人に受給者証等を交付

⑩サービス担当者会議：利用者の計画の内容及び本人の状況を共有

⑪サービス等利用計画の提出：障害者相談支援センター、指定特定相談支援

事業者が、支給決定に基づく利用計画を作成し、各区保健福祉センター、

各地区健康福祉ステーション、市役所へ提出

⑫利用契約：利用者とサービス事業者がサービス提供に係る契約を締結

⑬サービスの利用：契約内容に基づき、サービス事業者から利用者がサービ

スの提供を受ける

⑭利用者負担額の支払い：本人から利用者負担額を事業者に支払う

33
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７．その他



（１）受給者手帳（例）

表紙 内容

35

（２）川崎市の地域区分について

地域区分（地域単価）については、平成27年度で見直しが完了し、

区分： ４級地 ３級地

単価： １０．６９円 １０．７２円

になった。

（３）各種様式について

・過誤申立書・請求取下依頼書【参考資料Ｐ７参照】

・ＦＡＸ質問票【参考資料Ｐ９参照】

・実績記録票【参考資料Ｐ11参照】

等の様式・記載例は、障害福祉情報サービスかながわの、「書式ライブラリ」→
「３．川崎市からのお知らせ」→「１．川崎市からのお知らせ」に掲載している。

（４）平成27年度報酬改定について

・平成27年4月上旬に、５県市協調で説明会を実施した。

当日の資料は、障害福祉情報サービスかながわの、「書式ライブラリ」→「７．研
修会・説明会等のお知らせ（県内共通）」→「２．その他の研修会等のお知らせ」
に2015年４月３日付けで掲載している。
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川崎市 指定障害福祉サービス事業者等に対する集団指導資料 

平成 27 年 10月 27 日（火）・29日（木） 

請求事務等について（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護） 

参 考 資 料 

【厚生労働省告示・通知（Ｐ29(7)「よくある質問」関係資料）】 

１ 厚生労働省告示「厚生労働大臣が定める要件（平成 18年９月 29

日・厚生労働省告示第 546号）【２人介護関係の告示】 

２ 厚生労働省通知「医師法第 17条及び保健師助産師看護師法第 31

条の解釈について（通知）（平成17年７月26日・医政発第0726005

号、平成 17年７月 28日・老振発第 0728001 号） 

【様式】 

１ 障害者自立支援給付費等過誤申立書・請求取下依頼書 関係 

２ ＦＡＸ質問票 関係 

３ サービス提供実績記録票（平成 27年度版） 関係 

Ｐ１

Ｐ２

Ｐ７

Ｐ９

Ｐ11



1



2



3



4



5



6



①過誤もしくは取下のいずれかに丸をして下さい。

②書面には、事業所印は必要ありません。

③提出方法はＦＡＸのみとします。原本を郵送する必要はありません。

④過誤件数が多くても、行数を増やさないでください（変更できないよう保護をかけています）。
　過誤の数が多い場合には、別途担当へ相談してください。

⑤過誤申立については、再請求する月の３日（土日含む）までに必ず提出してください。
　例）１月１日～１０日の期間に再請求する場合は、１月３日が締め切り
　急を要する場合等は担当宛に連絡し相談してください。

⑥『□　全国システムの請求を過誤（かながわシステムも過誤になります）』にチェックを入れた場合は、
　全国（標準）システムとかながわ自立支援給付等支払システム（県システム）の両方が過誤となります。
　両方のシステムで再請求してください。

⑦法内サービスの市単独加算のみ、又は地域生活支援事業を過誤再請求する場合には、
　『□　かながわシステムの請求のみ過誤』にチェックを入れてください。

⑧請求取下については、請求した月の２０日（土日含む）までに必ず提出してください。
　取下についても、チェックの方法については⑤⑥と同様です。
　申し立てについて、急を要する場合等は担当宛に連絡し相談してください。
※請求取下とは、請求期間終了後に、送信した請求内容に誤りがあった場合に、自治体に対して当該請求の
返戻を依頼することです。

過誤申立（請求取下）依頼及び再請求の方法について
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事業所　→　市町村

（市町村名） ※　過誤もしくは取下に丸をして下さい。

あて 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

下記の障害者自立支援給付費等について、過誤を申し立てます。

どちらかにチェックしてください。
■全国システムの請求を過誤
（かながわシステムも過誤になります）

□かながわシステムのみ過誤

全か

1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 Ｈ 2 6 年 0 2 月 Ｈ 2 6 年 0 4 月

2 0 9 8 7 6 5 4 3 2 1 Ｈ 2 6 年 0 3 月 Ｈ 2 6 年 0 6 月

3 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

4 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

5 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

6 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

7 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

8 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

9 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

10 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

※太枠の中、色の付いたセルをご記入ください。

（注意）ＦＡＸで送信した原本を郵送する必要はありません。

障害者自立支援給付費等過誤申立書・請求取下依頼書

同上

事業所番号

事業所名称

○○
担当者

電話番号

ＦＡＸ番号

日××

社会福祉法人　○○○○○
介護サービス■■■■

××××××××××××××

△△　△△

０４４－□□□ー□□□□

送信先（ＦＡＸ）０４４－２００ー３９３２
（総合支援法・地域生活支援事業・児童福祉法兼用）

川崎市

所在地

連絡先
平成 年 △△月

チェック欄

居宅介護141317

証記載市（区）町村番号 受  給  者  番  号 サービス提供年月 請求年月 サービス種類 過誤申立の理由

時間算定の誤り

障害程度区分の誤り放課後等デイサービス141309

どちらかに必ずチェックを入
れてください。

プルダウンから、受給者証
に記載されている区の番
号を選択してください。
※これは記載例です。者・
児のサービスを混在して
記載していますが、実際に
作成する時には者・児を分
けて（事業所番号ごとに分
けて）作成してください。

対象とするサービスを、プ
ルダウンから選択してくだ
さい。
１つの事業所で複数サー
ビスを提供している場合は、
代表的なサービスのみ記
載してください（サービス毎
に分けて複数行記載しな
いでください）。ただし、全
てのサービスが過誤処理
されますので、再請求は当
該対象者の当該利用月に
かかる全てのサービスに
ついて行ってください。。

プリントアウト後、手書き利用する場合も、

記載ルールは変わりません。
市町村番号やサービス種類については、
プルダウンにある項目を記載してください。

川崎市用ですので記載しな
いでください。

過誤または請求取下のどち
らかに必ず丸をしてください。

１事業所で複数の事業所番
号がある場合、番号毎に分
けて作成してください。

過去に過誤再請求している
場合は、最後に請求した年
月を記載してください。
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平成２７年４月 

障害福祉サービス事業所 

障害者支援施設 

 障害児通所・入所事業所 

 障害者・児相談支援事業所 

請求及び制度等に係る問い合わせについて（依頼） 

 日頃、本市障害者児福祉施策に多大なる御尽力を賜り、御礼を申し上げます。 

 当課において、従前より所管しています障害者福祉サービス等について、平成２５年度から請求

や制度運用についてはＦＡＸで質問をお受けしているところです。 

今年度から障害児福祉サービス等の請求や制度運用を所管することになり、更に多くのお問い合

わせをいただくことが予想されます。これまでは障害児福祉サービス等はお電話にてお問い合わせ

をお受けしていましたが、確実に対応させていただくために、今後のお問い合わせはＦＡ

Ｘに限定させていただきます。（お電話でお問い合わせいただきましてもお答えしかねます。

御容赦ください。） 

つきましては、別添のＦＡＸ質問票に必要事項を御記載の上で御送信ください。担当が内容を確

認の上で回答を記載し、受信した順番に返信いたします（回答に時間を要する場合があります）。 

 お急ぎのところ御不便をお掛けし、誠に申し訳ございませんが、御協力の程よろしくお願い申し

上げます。 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課 

ＦＡＸ ０４４－２００－３９３２ 

各位
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ＦＡＸ質問票 

ＦＡＸ番号 ０４４－２００－３９３２ 

事業所名  生活介護たま 

事業所番号  １４１５４０００００ 担当者氏名  西 多摩夫 

ＴＥＬ  ０４４－０００－００００ ＦＡＸ ０４４－０００－×××× 

〇質問内容（請求に関する内容は、利用制度名、区番号、受給者番号、サービス提供月、請求

月、エラーコード（表示されている場合）と状況、質問事項を御記載ください。送信誤りの可

能性があるため、受給者等の氏名は記載しないでください） 

 制度：生活介護 

 区番号：１４１３５８ 

 受給者番号：０００００××××× 

 サービス提供月：平成○○年○月 

 請求月：平成○○年○月 

エラーコード：ＥＧ１３ 

状況：簡易入力システムで支給決定情報を入力したところ、「当該サービスが支給決

定期間外の受給者です」とメッセージが出たが、どのような状況か。 

エラーコード：９５２３ 

状況：かながわシステムで請求情報を入力したところ、「支給決定情報が登録されて

いません」とメッセージが出たが、どのような状況か。 

〇回答 

本市記載後、返信いたします

記  載  例 
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注意事項

・提出書類は写し可（ただし、コピー等により印影が見えないものは不可とする）。

・提出期限は毎月１１日必着とする（１１日が土日祝日の場合は翌開庁日とする）。

・事業所番号、受給者番号の誤り・漏れ等が多いので、記載時に注意すること。

・川崎市以外の受給者については提出不要。

・可能な限り受給者番号順に並べてください（サービスごとに分ける必要はありません）。

・別添の通知も併せて御確認ください。

・移動を伴うサービスの場合、ヘルパー自身による運転時間や、院内の待ち時間・治療・診療時間等の算定対象外となる時間を除いて「算定時間数」欄に記載する。

＜記載例（通院等介助以外）＞ ９時から１２時（３時間）のうち、１時間の中抜けがある場合

・提供日時、時間数に変更がある場合は、「特記事項等」に状況をなるべく詳細に記載すること。

・身体介護等について、同時刻に２人派遣を実施した場合、サービス提供者印は２人分押印すること。

算定
時間数

派遣
人数

曜日
開始
時間

終了
時間

計画日時
計画
時間数

提供日時

2

日付 曜日
開始
時間

終了
時間

日付

月 9:00 12:00 2.0 12 月 9:00 12:00 2.0
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

13:00

15

16

2.514:0010:00

月 11:0013:00 2.0 16 1

10:00

2.0

日 13:30

19 木 10:00

3

火 111:003

日

11:30

2.0

1.0

1.0

15:00

2

16 月月 10:00 12:00 2.0

15

2.0

1.014:30

12:00

サービス実績記録票（居宅介護・身体介護）

16.0 時間

合計計画時間数

1

時間

１００％単価 ７０％単価

1

1

減算（基礎等）

①

1.0火

枚中 枚目

10:00 12:30月 10:00 2.0 2.5月

3.0

23

13.5 時間

12:00

13:00

日 13:30 14:30 1.0

2.015:00

19

15

有　　　・　　　無

事業所番号

初回加算の有無

契約支給量

15 日

11:0010:00

1.5 10:001 日

1.0 10:002

算定
時間数

2 月 11:00 11:00

1 日

終了
時間

終了
時間

月

11:30

日付 曜日

1.5

開始
時間

10:00

川崎　太郎

4

円9,300負担上限月額
ホームヘルプかわさき

開始
時間

時間

受給者証番号平成

25.0

○○

受給者氏名

利用者氏名

計画日時
計画
時間数

提供日時

曜日

サービス提供年月

事業者及び
その事業所の名

称

日付

月 11:00

木

10:00

16

1 緊急時対応加算

14:00

算定時間数

22

23

サービス
提供者
印

利用者
確認印

派遣
人数

1

減算(基礎等）

日 10:00 11:30 1.5

2.5 1

13:00

10:00

1

重度訪問介護研修
修了者

1.5 時間

合計算定時間数

18.0 時間

2人
派遣

特記事項等

初回加算、減算（重訪）

空き時間11:00から12:00／13:00から13:30

②

急遽、排せつ介助が必要になったため

①

②

１時間を２人派遣で提供した場合、各

利用日に係る欄の算定時間数は１時

間とし、下の合計欄に２時間を記載す

る。

当初の計画と実績においてヘル
パーの資格が変更（例：初任者等
基礎等）した場合、２行に分けて記
載する。
※この場合、報酬の算定は基礎等
の単価で計算する。

２人派遣で時間がずれた場合、２
行に分けて記載する。
１行目は全体の通算時間を記載す
る。２行目はヘルパーが重複してい
る時間帯を記載する。派遣人数は

２人派遣の時間帯がある場合で、
１人目と２人目の従事者要件（基
礎研修課程修了者や重度訪問
研修修了者）が異なる場合は、そ

初回加算又は減算の場合は特記事

項欄に記載する。

凡例 ： 初回加算、減算（重訪）、減

算（基礎等）

２時間以上サービスの間隔がなかった場合、１行にサービス時間全体を通しての開始時間と終了時間を記載し、備考欄に

空き時間を記載する。算定時間は通算時間から空き時間を減じた時間数を記載する。

記載例

２人派遣で時間がずれた場合、２行に

分けて記載する。

１行目は全体の通算時間を記載する。

２行目はヘルパーが重複している時間

帯を記載する。派遣人数は行ごとに

「１」を記載する。２人派遣欄に番号「①、

②」を記載する。

２人派遣の時間帯がある場合で、１人目

と２人目の従事者要件（基礎研修課程

修了者や重度訪問研修修了者）が異な

る場合は、それぞれを分けて記載する。

当初の計画と実績においてヘルパー

の資格が変更（例：初任者等→基礎

等）した場合、２行に分けて記載する。

※この場合、報酬の算定は基礎等の

単価で計算する。

また、計画時基礎等→実績時初任者

等に変更の場合も、報酬の算定は基

礎等の単価により計算する。

緊急時対応加算を算定する場合は、特記事項欄に記載する。

利用者の都合により、提供時間を延長した場合、特記事項利用者の都合により、提供時間を延長した場合、特記事項欄に利用者の都合により、提供時間を延長した場合、特記事項欄に理由を簡潔に記載する。

ヘルパーの資格により適用される単価毎

に算定時間を記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

サービス実績記録票（居宅介護・家事援助）

サービス提供年月 平成 ○○ 4 受給者証番号

事業所番号 受給者氏名 川崎　太郎

事業者及び
その事業所の名

称
ホームヘルプかわさき

利用者氏名

負担上限月額 9,300 円

初回加算の有無 有　　　・　　　無

契約支給量 5.00 時間

計画日時
計画
時間数

提供日時
算定
時間数終了

時間

特記事項等
サービス
提供者
印

利用者
確認印

日付 曜日
開始
時間

終了
時間

日付 曜日
開始
時間

1 日 16:00 17:15 1.25 1 日

2 月 16:00 17:15 1.25

16:00 17:15 1.25

3 火 16:00 17:15 1.25 3 火 16:00 17:15 1.25 減算（重訪）

2 月 16:00 17:15 1.25 減算（基礎等）

枚目

算定時間数

3.75 時間 枚中

合計計画時間数
１００％単価 ９０％単価 合計算定時間数

3.75 時間 1.25 時間 2.50 時間

０．２５（１５分）単位で記載する。

ヘルパーの資格により適用される単

価毎に算定時間を記載する。

記載例

当初の計画と実績において
ヘルパーの資格が変更（例：
初任者等 基礎等）した場合、
２行に分けて記載する。
※この場合、報酬の算定は
基礎等の単価で計算する。
また、計画時基礎等 実績
時初任者等に変更の場合も、
報酬の算定は基礎等の単価
により計算する。

当初の計画と実績においてヘルパー

の資格が変更（例：初任者等→基礎

等）した場合、２行に分けて記載する。

※この場合、報酬の算定は基礎等の

単価で計算する。

また、計画時基礎等→実績時初任

者等に変更の場合も、報酬の算定は

基礎等の単価により計算する。

初回加算又は減算の場合は特記事

項欄に記載する。

凡例 ： 初回加算、減算（重訪）、

減算（基礎等）
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

運転 時間 病院内

1.010:00 11:00

運転 時間 病院内

減算（基礎等）

病院内 時間運転 時間

11:00 1.0

1

サービス実績記録票(通院介助（身体介護を伴う場合））

提供日時

ホームヘルプかわさき

時間

1

派遣
人数

2人
派遣

ヘルパー運転時間数及び病院内時間数

特記事項等

1

1

時間

1.0 時間 11.0 時間

1.0

有　　　・　　　無

契約支給量

サービス提供年月

事業者及び
その事業所の名

称

受給者氏名

利用者氏名

初回加算、減算（基礎等）

日付 曜日
終了
時間

終了
時間

開始
時間

計画
時間数

算定
時間数

計画日時

13:00

日付 曜日

4 水

11:00 1.05

川崎　太郎

10:00 4 水1.5

4○○

10:00 13:00 1.5

開始
時間

負担上限月額

運転 時間 病院内 1.5

受給者証番号

事業所番号

平成

10.0

初回加算の有無

11:00

6 金 10:00 11:00 1.0

木1.0 10:005 木 10:00

7 土 10:00 11:00

10:00

1.0 10:007 土

6 金

1.0

9 月 10:00 10:00

7 土 10:00 11:00 7 土

11:00 9 月1.0

時間

2

11:00 1.0

時間

時間

運転 時間時間 病院内

運転

11:00

①

合計計画時間数
７０％単価

月 10:00 12:3023 月 10:00 12:00 23

重度訪問介護研修
修了者

合計算定時間数

枚目

１００％単価

枚中9.5 時間

算定時間数

8.0 時間 2.0 時間

2.52.0

11 水 10:00 11:00

9,300 円

サービス
提供者
印

利用者
確認印

時間

時間

時間

時間 病院内

運転 時間 病院内

時間

時間
1

運転 時間 病院内

急遽、排せつ介助が必要になったため

運転 時間 病院内

1.0

時間

1

運転

1

運転 時間 病院内

緊急時対応加算

時間 病院内

運転 時間 病院内

時間

②

運転 時間 病院内

減算（重訪）

時間

運転 時間 病院内

１時間を２人派遣で提供した場合、各利用日に

係る欄の算定時間数は１時間とし、下の合計欄

に２時間を記載する。
（ １時間 × ２人 ＝ ２時間 ）

医療機関等の滞在時間や運転時間等、算定対象外の時間

数を記載する。

この合計時間を通算の時間数から差し引いたものを提供時

間数に記載する。

※通院等介助は原則自宅を起終点とするため、待ち時間等

により間隔があっても１回のサービス提供と考える。

ヘルパーの資格により適用される単

価毎に算定時間を記載する。

記載例

当初の計画と実績において
ヘルパーの資格が変更
（例：初任者等 基礎等）し
た場合、２行に分けて記載
する。
※この場合、報酬の算定は
基礎等の単価で計算する。
また、計画時基礎等 実

当初の計画と実績においてヘルパー

の資格が変更（例：初任者等→基礎

等）した場合、２行に分けて記載する。

※この場合、報酬の算定は基礎等の

単価で計算する。

また、計画時基礎等→実績時初任者

等に変更の場合も、報酬の算定は基

礎等の単価により計算する。

２人派遣の時間帯がある
場合で、１人目と２人目の
従事者要件（基礎研修課
程修了者や重度訪問研
修修了者）が異なる場合

２人派遣の時間帯がある場合で、１人

目と２人目の従事者要件（基礎研修課

程修了者や重度訪問研修修了者）が

異なる場合は、それぞれを分けて記載

する。

初回加算又は減算の場合は特記事

項欄に記載する。

凡例 ： 初回加算、減算（重訪）、

減算（基礎等）

緊急時対応加算を算定する場合は、特記事

項欄に記載する。

利用者の都合により、提供時間を延長した

場合、特記事項欄に理由を簡潔に記載する。

提供時間の中で報酬算定の対象と

なる時間を記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

サービス実績記録票(通院介助（身体介護を伴わない場合））

サービス提供年月 平成 ○○ 4 受給者証番号

事業所番号 受給者氏名 川崎　太郎

事業者及び
その事業所の名

称
ホームヘルプかわさき

利用者氏名

負担上限月額 9,300 円

初回加算の有無 有　　　・　　　無

契約支給量 5.0 時間

計画日時
計画
時間数

提供日時
算定
時間数終了

時間

ヘルパー運転時間数及び病院内時間数 サービス
提供者
印

利用者
確認印

日付 曜日
開始
時間

終了
時間

日付 曜日
開始
時間

特記事項等

4 水 10:00 14:00 1.5 4 水 10:00 14:00 1.5

運転 時間 病院内 2.5 時間

6 金 10:00 11:00 1.0

運転 時間 病院内 時間

6 金 10:00 11:00 1.0

運転 時間 病院内 時間

減算（基礎等）

9 月 11:00 12:00 1.0 9 月 11:00 12:00 1.0

運転 時間 病院内 時間

初回加算、減算（重訪）

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

時間運転 時間 病院内

運転

合計計画時間数
１００％単価 ９０％単価 合計算定時間数

時間 病院内 時間

3.5 時間 1.5 時間 2 時間 枚目

算定時間数

3.5 時間 枚中

ヘルパーの資格により適用される単

価毎に算定時間を記載する。

記載例

待ち時間や運転時間等、算定対象外の時間数を記載する。

この合計時間を通算の時間数から差し引いたものを提供時

間数に記載する。

※通院等介助は原則自宅を起終点とするため、待ち時間等

により間隔があっても１回のサービス提供と考える。

当初の計画と実績においてヘ
ルパーの資格が変更（例：初
任者等 基礎等）した場合、２
行に分けて記載する。
※この場合、報酬の算定は基
礎等の単価で計算する。
また、計画時基礎等 実績

当初の計画と実績においてヘルパー

の資格が変更（例：初任者等→基礎

等）した場合、２行に分けて記載する。

※この場合、報酬の算定は基礎等の

単価で計算する。

また、計画時基礎等→実績時初任者

等に変更の場合も、報酬の算定は基

礎等の単価により計算する。

初回加算又は減算の場合は特記事

項欄に記載する。

凡例 ： 初回加算、減算（重訪）、

減算（基礎等）

提供時間の中で報酬算定の対象と

なる時間を記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

サービス実績記録票(通院等乗降介助）

サービス提供年月 平成 ○○ 4 受給者証番号

事業所番号 受給者氏名 川崎　太郎

事業者及び
その事業所の名

称
ホームヘルプかわさき

利用者氏名

負担上限月額 9,300 円

初回加算の有無 有　　　・　　　無

契約支給量 10 回

計画日時
計画
回数

提供日時
算定
回数終了

時間

ヘルパー運転時間数及び病院内時間数 サービス
提供者
印

利用者
確認印

日付 曜日
開始
時間

終了
時間

日付 曜日
開始
時間

特記事項等

29 日 11:00 11:30 1 29 日 11:00 11:30 1

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

運転 時間 病院内 時間

枚目回 1 回 枚中

合計計画回数
算定回数

１００％単価 ９０％単価 合計算定回数

1 回 1 回

時間数ではなく、回数を記載する。

記載例

ヘルパーの資格により適用される単

価毎に算定時間を記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

合計算定時間数

特記事項等

初回加算

急遽、排せつ介助が必要になったため

緊急時対応加算

8.0

4.0

1.0

2.5

算定
時間数終了

時間

2 月 9:00 12:00 3.0

利用者氏名

負担上限月額 9,300 円

初回加算の有無 有　　　・　　　無

サービス実績記録票(行動援護）

サービス提供年月 平成 ○○ 4 受給者証番号

事業所番号 受給者氏名 川崎　太郎

事業者及び
その事業所の名

称
ホームヘルプかわさき

日付 曜日
開始
時間

終了
時間

日付 曜日
開始
時間

契約支給量 20.0 時間

計画日時
計画
時間数

提供日時

2 月 9:00 12:00 3.0

11 水 9:00 18:00 8.0 11 水 9:00 18:00

15 日 8:00 12:00

216 月 9:00 10:00 1.0 16 月 9:00 10:00

23 月 10:00 12:00 2.0 23 月 10:00 12:30

15.0 時間 19.5 時間 枚目枚中

合計計画時間数

派遣
人数

1

1

1

サービス
提供者
印

利用者
確認印

記載例

初回加算を算定した場合には特記事項欄

に記載する。

行動援護を算定する時間数を記載す

る。

「所要時間７時間３０分以上の場合」の単

価を適用する場合は「８」を記載する（例：

実際の提供時間数が９時間の場合「８」を

記載）。

緊急時対応加算を算定した場合には特記

事項欄に記載する。

１時間を２人派遣で提供した場合、各利用日に

係る欄の算定時間数は１時間とし、下の合計

欄に２時間を記載する。

（ １時間 × ２人 ＝ ２時間 ）

利用者の都合により、提供時間を延長した

場合、特記事項欄に理由を簡潔に記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

合計計画時間数

10:00 13:3023 月

3.0

3.53.023 月 10:00 13:00

移動

月

6:00 9:00

火

時間

枚中 枚目

急遽、排せつ介助が必要になったため

13.06:00 9:00

負担上限月額

1

サービス
提供者
印

利用者
確認印

重度包括

10

7 土 0:00 23:00 23.0

14:00 3.0 3

23:00 3.0

4.0 7 土 0:00 23:00 23.0 4

11:00 13:30

11:00

受給者氏名

利用者氏名

日付

計画時間数

2 月 7:00 10:00 3.0

時間

2.5

派遣
人数

1

2人
派遣

56:00 9:00

川崎　太郎

開始
時間

15.0

曜日
終了
時間

提供日時

サービス提供年月

事業者及び
その事業所の名

称

契約支給量

ホームヘルプかわさき

事業所番号

時間

初回加算の有無 有　　　・　　　無

60.0

受給者証番号

終了
時間

開始
時間

日付 曜日

平成 ○○

計画日時

4

2.5

1

木 3.0

11:00 13:30 2.5

7:00 10:00

算定時間数

2.5

円

サービス実績記録票(重度訪問介護）

2

○基本 区分６

1

移動

9,300

時間 うち移動

合計算定時間数 左記のうち移動分

算定時間数

23:00 3.0

49.5 時間 53 時間 12.5 時間

20:00 23:00 3.0 20:00

5 木 3.0

14:00 3.0 3.0 11:00 2

20:00 23:00 3.0 20:00

1 ①

1 ②13:00 16:00 3.0 3.013:00 16:00

特記事項等

初回加算

緊急時対応加算

記載例

受給者証に記載されている加算区分

に○をつける。

３時間を２人派遣で提供した場合、各利用日

に係る欄の算定時間数は３時間とし、下の合

計欄に６時間を記載する。

（ ３時間 × ２人 ＝ ６時間 ）

緊急時対応加算を算定した場合には

特記事項欄に記載する。

移動介護加算を算定する時間数を

記載する。
移動介護加算を算定する時間数を

記載する。

「所要時間３時間以上の場合」の単

価を適用する場合は「４」を記載する

（例：実際の移動介護時間数が５時

間の場合「４」を記載）。

２人派遣で時間がずれ

た場合、２行に分けて記

載する。
１行目は全体の通算時

２人派遣で時間がずれた場合、２行に分
けて記載する。
１行目は全体の通算時間を記載する。２
行目はヘルパーが重複している時間帯を
記載する。派遣人数は行ごとに「１」を記
載する。２人派遣欄に番号「①、②」を記
載する。

初回加算を算定した場合には特記事

項欄に記載する。

利用者の都合により、提供時間を延長した

場合、特記事項欄に理由を簡潔に記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

サービス実績記録票(同行援護（身体介護を伴う場合））

サービス提供年月 平成 ○○ 4 受給者証番号

事業所番号 受給者氏名 川崎　太郎

事業者及び
その事業所の名

称
ホームヘルプかわさき

利用者氏名

負担上限月額 9,300 円

初回加算の有無 有　　　・　　　無

契約支給量 10.0 時間

計画日時
計画
時間数

提供日時
算定
時間数開始

時間
日付 曜日

開始
時間

終了
時間

日付 曜日

派遣
人数

1月 9:00 12:00

サービス
提供者
印

利用者
確認印終了

時間

2人
派遣

特記事項等

3.0 初回加算3

水

4 火

月 9:00 12:00 3.0 3

9:00 12:00 3.0

5 水 9:00 12:00 3.0 5

4 火 9:00 12:00 3.0

1 減算（基礎等）

2

6 木 緊急時対応加算

9:00 12:00 3.0

9:00 12:00 3.0

23 月23 月 10:00 12:00 2.0 10:00 12:30 2.5 1 急遽、排せつ介助が必要になったため

合計計画時間数
１００％単価 ７０％単価 合計算定時間数

14.0 時間 14.5 時間 3.0 時間 枚目

算定時間数

17.5 時間 枚中

記載例

減算の場合は特記事項欄に記載す

る。

初回加算、緊急時対応加算を算定し

た場合には特記事項欄に記載する。

ヘルパーの資格により適用される単

価毎に算定時間を記載する。

同行援護を算定する時間数を記載す

る。

３時間を２人派遣で提供した場合、各利用日に係る

欄の算定時間数は３時間とし、下の合計欄に６時

間を記載する。

（ ３時間 × ２人 ＝ ６時間 ）

初回加算を算定した場合には特記事

項欄に記載する。

利用者の都合により、提供時間を延長した

場合、特記事項欄に理由を簡潔に記載する。
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年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 4 1 5 9 9 9 9 9 9

サービス実績記録票(同行援護（身体介護を伴わない場合））

サービス提供年月 平成 ○○ 4 受給者証番号

事業所番号 受給者氏名 川崎　太郎

事業者及び
その事業所の名

称
ホームヘルプかわさき

利用者氏名

負担上限月額 9,300 円

初回加算の有無 有　　　・　　　無

契約支給量 10.0 時間

計画日時
計画
時間数

提供日時
算定
時間数終了

時間

特記事項等
サービス
提供者
印

利用者
確認印

日付 曜日
開始
時間

終了
時間

日付 曜日
開始
時間

3.0 減算（基礎等）

3 月 9:00 12:00 3.0 3 月

4 火 9:00 12:00 3.0 4 火 9:00 12:00

9:00 12:00 3.0 初期加算

枚中 枚目

合計計画時間数
算定時間数

１００％単価 ９０％単価 合計算定時間数

6.0 時間 3.0 時間 3.0 時間 6.0 時間

記載例

ヘルパーの資格により適用される単

価毎に算定時間を記載する。

減算の場合は特記事項欄に記載す

る。

同行援護を算定する時間数を記載する。

初回加算を算定した場合には特記

事項欄に記載する。
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